
【今後の具体的な方針】

　 感染症の発生とまん延防止、食品、医薬品、飲料水、化学物質等による健康被害の発生防止のため、重点監視の推進
と区民への普及啓発を図る。さらに、既存事業の継続的な事業展開とともに、新型コロナウイルス感染症対応については、
区民からの各種相談へのきめ細やかな対応の継続や、アフターコロナを見据えた新たな対策を検討していかなくてはなら
ない。

(３)　現状維持だが、より効率的な運営を図る。

(４)　資源投入の縮小を図る。

【上記の判断理由】

 　感染症の発生予防には、事業の継続性とともに普及啓発が必要であるため、今後も持続的・計画的な施策推進が必要
である。健康危機管理体制の強化のためには、一定レベルの監視指導と普及啓発の継続、危機事象発生時の初動が重
要となることから、今後も計画的な施策推進が必要である。

評価結果 施策の戦略的方向性

(１)　優先的に資源投入を図る。

○ (２)　現状維持とする。

３ 施策の評価及び判断理由

評価 理由

Ｂ  全庁を挙げた対策により、施策の目標が一定程度達成されていると評価する。

４　今後の施策の運営方針

指標の推移・施策の課題や問題点について記述 総事業費推移（千円）

  感染症対策では結核のほか、新興・再興感染症への対策強化が求められている。特に、
新型コロナウイルス感染症については、感染拡大予防の観点から、更なる区民等への普及
啓発及びまん延防止対策の構築が重要である。また、 動物由来感染症、蚊が媒介する感
染症等に対する、平常時からの普及啓発や健康管理体制の充実が重要である。
　食品営業施設では自主的な衛生管理の徹底を図るとともに、区民への積極的な食品に関
する情報提供と意見交換を行っていく必要がある。また、大規模食中毒発生時への対応の
ための体制強化も必要である。

R1 924,987

R2 1,070,556

R3 981,110

２ 目標と現状(実績)についての分析及び総事業費推移

実績 46.3% 48.4%
80.0％ 95.0％

R3 R4 R5 R6 R7
目標 46.3%

基準年(H28) H29 H30 R1 R2

指　標　名 帰宅時と食事前どちらも手を洗っている割合（対象２０歳以上）

60.0％
実績 47.9％ 39.5％

R5 R6 R7
目標 47.9％ 60.0％

指　標　名 「身近なＡＥＤ設置場所を知っている」区民の割合

基準年(H28) H29 H30 R1 R2 R3 R4

施策 453 保健衛生における安全と安心を確保する

施策の目標
　健康危機管理体制が充実し、適切な情報の共有が行われることで、感染症や食
品、医薬品、飲料水、化学物質、ペット等の動物に起因する健康被害にあうこと
なく、すべての区民が安全な生活環境で暮らしています。

１ 基本計画における成果指標の状況

基本目標 Ⅳ 安心して暮らせる「すみだ」をつくる

政策 450 健康寿命を大きく伸ばし、誰もが健康に暮らすまちをつくる
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令和３年度
5 エイズ対策 473 3,518 3,991
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現状維持

令和３年度
4 結核健康診断 4,930 8,796 13,726
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未確定

改善・見直し

令和3年度
3 災害医療体制の構築経費 4,613 6,157 10,770

200

47

現状維持

令和３年度
2 予防接種 929,301 13,194 942,495

95%

95.00%

0回 令和３年度

年度実績値 評価対象年度

1
新型インフルエンザ対策事
業

398 4,398 4,796
2 現状維持

年度目標値 評価結果

５　この施策に係る事務事業（重要度・貢献度順）                     

番号 事務事業名
歳　出
決算額

（千円）

人コスト
（千円）

歳　出
総　額

（千円）

目的に対する指標 直近の評価内容



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 直営

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

2,827 3,251 1,350 3,954 3,716 3,546

2,206 1,967 239 561 398 3,546

2,206 1,967 239 561 398 3,546

78.0% 60.5% 17.7% 14.2% 10.7% 100.0%

8,738 4,411 4,398

2,206 1,967 8,977 4,972 4,796

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

新型インフルエンザ対策事業 1

目 的 病原性が高く感染力が強い新型インフルエンザ等感染症の発生並びに流行に備え、感
染防護具や医薬品等の備蓄及び訓練等を実施する。

主管課・係（担当）

保健予防課感染症係

03-5608-6191

対 象 者 新型インフルエンザ患者及び患者家族や接触者、感染の疑いがある方

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
墨田区新型インフルエンザ等対策行動計画
墨田区新型インフルエンザ等地域医療体制検討部会運営要綱

法令基準 人員体制・委託先 常勤4

財 源

国

都

その他

病原性が高く感染力が強い新型インフルエンザ等感染症の発生並びに流行に備え、消耗品等の備蓄体制の確保や
講演会、訓練、普及啓発など、これまでの取組を活かしつつ一層の充実を図る。

経 過

開始年度 平成２１年

・防護服等の備蓄サイクルの構築（平成24年度）
・墨田区新型インフルエンザ等対策行動計画（平成26年9月策定）
・墨田区新型インフルエンザ等地域医療体制検討部会運営要綱（平成28年4月制定）
・新型インフルエンザ等地域医療体制検討部会開催（平成28年～）

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
・年二回の新型インフルエンザ等地域医療体制検討部会の開催
・年度末に防護服等の購入
・国、都及び医療機関等連携した訓練を実施
※令和元年度～令和３年度は新型コロウイルス感染症流行の影響で防護具の購入及び検討部会の開催ができてい
ない。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） P185 7 執行実績報告書P（令和3年度） P125　7



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報酬 0 報酬
感染症審査協議会
委員報酬 0 報酬

感染症審査協議会
委員報酬 56

報償費 0 報償費
地域医療体制検討
部会報償金等 0 報償費

地域医療体制検討
部会報償金等 90

旅費 0 旅費 職員旅費 0 旅費 職員旅費 1

需用費 315 需用費 感染防護具等購入 66 需用費 感染防護具等購入 2,882

役務費 33 役務費 感染防護具廃棄運搬 17 役務費 感染防護具廃棄運搬 33

委託料 213 委託料 予防接種委託等 315 委託料 予防接種委託等 464

扶助費 0 扶助費 入院患者公費負担医療費 0 扶助費 入院患者公費負担医療費 20

指　標 単　位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 2 2 2 2

実績 2 2 2 1

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 2 2 3 3 3 3

実績 0 0

指　標 単　位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 2 2 2

実績 1 1 1 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 2 2 2 2 2 2

実績 0 0

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

感染防護具廃棄運搬

目 的 に

対する指標

(成果指標)

新型インフルエンザ等地域医療体制検討部会の開催

2 R7

予防接種委託等

入院患者公費負担医療費

新型インフルエンザ等対策訓練の実施

3 R7

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

新型インフルエンザ等への対策訓練を継続的に実施し、感染症予防対策を図る。

概要
感染症審査協議会
委員報酬

地域医療体制検討
部会報償金等

職員旅費

感染防護具等購入

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

新型インフルエンザ等未発生期より地域の医療機関等と連携し、区の事情に応じた医療提供体制の整備を推進する
ため定期的に会議を開催する。

課題・問題点

新型インフルエンザ発生時において区民の生命・健康を保護し、区民の生活・経済の安定が損なわれることのないよ
う、国の「新型インフルエンザ対策ガイドライン」で、市町村が緊急かつ可能な限り多くの住民にワクチンを接種すること
とされているが、本区では住民接種を円滑に行うための実施計画が未整備となっている。接種対象者の設定と必要な
ワクチン本数の試算、集団接種の考え方と接種会場と医師との確保について、検討し実施計画を策定する必要があ
る。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
新型インフルエンザ等感染症の発生並びに流行に備え、継続して検討部会の
開催及び対応訓練等を通じて医療機関との連携を深めることは重要である。今
後とも、国や都の動向を踏まえ、体制の整備を行っていく。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 全部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

833,179 915,353 912,150 1,065,500 989,617 1,296,184

828,477 863,762 864,799 1,017,133 929,301 1,296,184

2,448 14,603 18,159 15,498 27,389 20,063

4,121 8,094 8,527 9,679 7,385 14,505

33,134 33,822 48,517 61,907 44,001 67,379

788,774 807,243 789,596 930,049 850,526 1,194,237

99.4% 94.4% 94.8% 95.5% 93.9% 100.0%

17,718 13,981 13,276 13,194

828,477 881,480 878,780 1,030,409 942,495

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

予防接種 2

目 的
予防接種法に基づく定期予防接種等を実施することにより、感染症の発生を予防し、か
かった場合も重症化しにくくする効果が期待できるとともに、まん延を防止する（集団免
疫）という社会的な意義を持ち、感染症予防対策に大きく寄与する。

主管課・係（担当）

保健予防課感染症係

03-5608-6191

対 象 者 区民

予防接種法
すみだ健康づくり総合計画

法令基準 人員体制・委託先 常勤3、会計年度任用２、墨田区医師会

財 源

国

都

その他

１　定期予防接種の実施
（１）小児定期予防接種
　 　ヒブ・小児用肺炎球菌・Ｂ型肝炎・ロタ・ジフテリア・破傷風・百日咳・ポリオ・ＢＣＧ・麻しん・風しん・水痘・
   日本脳炎・ヒトパピローマウイルス
（２）高齢者定期予防接種
　　高齢者肺炎球菌・高齢者インフルエンザ
２　任意予防接種の公費負担等
　　風しん抗体検査・予防接種（対象：妊娠を希望する女性及びその同居者）、骨髄移植等の医療行為により免疫を
  失った者の予防接種再接種費用助成

経 過

開始年度 平成23年度以前

平成24年9月：生ポリオワクチン集団接種に代わり不活化ポリオワクチンの個別接種の開始
平成24年11月：四種混合ワクチンの導入、個別接種の開始
平成24年3月：風しんの流行に伴い大人に対して風しん予防接種の費用助成を実施
平成25年4月：ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン及び子宮頸がん予防ワクチンが定期接種化
平成25年6月：厚生労働省からの通知に基づき子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨を差し控える
平成25年9月：乳児健診時に集団接種で実施していたBCGの一部医療機関委託（個別接種）を開始
平成26年4月：BCGの集団接種を廃止、全面医療機関委託（個別接種）となる
平成26年10月：水痘ワクチン、高齢者用肺炎球菌ワクチンが定期接種化
平成28年10月：Ｂ型肝炎ワクチンが定期接種化
平成31年2月：大人の風しんが定期接種化（風しん抗体検査及び風しんの定期接種。2025年3月まで期間延長）
令和2年10月：ロタワクチン定期接種化
令和4年4月：子宮頸がん予防ワクチン定期接種の積極的勧奨を再開

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年 P185 6 執行実績報告書P（令和3年度） P125　6



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報酬 1,882 報酬 会計年度任用職員給料 2,033 報酬 会計年度任用職員給料 2,583

職員手当等 296 職員手当等 会計年度任用職員給料 407 職員手当等 会計年度任用職員給料 421

需用費 816 需用費 消耗品費等 869 需用費 消耗品費等 976

役務費 11,935 役務費 郵送料等 11,946 役務費 郵送料等 13,583

委託料 986,061 委託料 接種事務委託料等 899,635 委託料 接種事務委託料等 1,263,660

使用料及び賃借料 961 使用料及び賃借料 予防接種ナビライセンス 961 使用料及び賃借料 予防接種ナビライセンス 961

負担金補助及び交付金 15,185 負担金補助及び交付金 予防接種費用助成 13,453 負担金補助及び交付金 予防接種費用助成 14,000

指　標 単　位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 55 56 57

実績 54 53.7 50.6 51.3

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 58 59 60 61 62 63

実績 50.2 49.8

指　標 単　位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 95 95 95 95

実績 97.7 97.7 97.7 95.1

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 95 95 95 95 95 95

実績 99.7 95.0

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

接種事務委託料等

目 的 に

対する指標

(成果指標)

ＢＣＧ接種率

95 令和７年度

予防接種ナビライセンス

予防接種費用助成

２歳未満児の予防接種ナビ登録率

63 令和７年度

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

予防接種スケジュール管理システム「予防接種ナビ」の活用を促進し、登録者を増やすことで定期予防接種の接種率
向上に繋げるため。

概要

会計年度任用職員給料

会計年度任用職員給料

消耗品費等

郵送料等

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

すみだ健康づくり総合計画における目標値（９５％以上）を目標とした。

課題・問題点

〇　現在、任意接種の定期接種化に向けた検討が国で行われており、今後も定期接種の種類が増えることが見込まれ
る。定期接種が増えることになれば、これに伴う事務量の増加と予算の増額が見込まれる。
〇　新型コロナウイルス感染症の流行の影響により、医療機関に行くことを控えることで定期接種期間を経過してしまわ
ないよう、定期接種期間内（特に標準接種期間）に接種することを推奨していく必要がある。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持

定期接種については、予防接種法第５条により区が実施主体となることが義務
付けられている。接種率の向上により、感染症の発生及びまん延を防止に寄
与すると考えられので、引き続き定期接種の勧奨及び任意接種の事業周知並
びに予防接種ナビの活用を勧めていく。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 直営

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

3,748 3,756 4,940 7,046 5,624 3,808

3,019 2,285 3,065 4,761 4,613 3,808

36 777 777 777

3,019 2,285 3,029 3,984 3,836 3,031

80.5% 60.8% 62.0% 67.6% 82.0% 100.0%

5,329 5,906 6,990 6,990

3,019 7,614 8,971 11,751 11,603

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

目 的
　東京都は、平成23年3月に発生した東日本大震災での教訓を踏まえ、災害医療体制
の構築に向けた方針を示している。これに合わせて、墨田区においても地域の事情に
応じた災害医療体制を構築するために必要な取り組みを行うことを目的としている。

主管課・係（担当）

保健計画課健康推進担当

03-5608-1305

対 象 者 区民、区内医療関係者

災害対策基本法、災害救助法、墨田区地域防災計画等

区独自基準 人員体制・委託先 常勤2名

財 源

国

都

その他

●災害対応訓練の実施
・災害時に区民の生命を守るための医療救護活動を有効なものとするため、　緊急医療救護所の設置を予定している病院7か所を
対象とした災害対応訓練を順次実施する。
●職員研修の実施
・災害時に医療救護活動拠点として機能するとともに、効果的な災害時保健医療活動が実施できるよう年2回程度職員研修を行う。
●緊急医療救護所に設置すべき資器材等の整備
・災害時に、墨田区地域防災計画に基づいて行う医療救護活動に必要な、発災後3日分の医薬品を効率的に確保するとともに、緊
急医療救護所の設置を予定している病院に必要な資器材等を整備する。
●災害医療救護体制検討会の開催
・墨田区における医療救護活動の実効性を高めるため、各関係機関との連携により開催する。
●墨田区災害時医療救護活動マニュアルの改定及び墨田区災害時保健活動マニュアルの作成
・訓練や検討会の議論を踏まえ、医療救護活動マニュアルを改定する。また、保健所として必要な保健活動マニュアルを作成する。
●災害時医療救護体制の周知　・災害時に区民が生命を守ることができるよう、区の災害時保健医療体制に関する周知を行う。

経 過

開始年度 平成25年度

●平成25年度
・墨田区における災害医療体制の本格的な見直し
・墨田区医師会等関係機関で構成される災害医療体制検討会の設置
・人工呼吸器使用者個別支援計画の作成開始
●平成27年度
・墨田区災害時医療救護活動マニュアルの策定（改定）
●平成29年度～
・墨田区医師会との連携により、緊急医療救護所設置訓練・運営訓練を順次実施
●令和元年度～
・職員災害対応研修の実施

●令和3年11月　区民福祉委員会
・トリアージ訓練、緊急医療救護所の医薬品等備蓄状況について　・大規模災害時の舟運活用について

・各区で緊急医療救護所設置を進めている。
・墨田区医師会等でも独自に研修や会議を実施しており、区とも連携している。
・訓練やマニュアルの作成にあたっては、防災課等とも連携している。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年 P181　1-11 執行実績報告書P（令和3年度） P121  11

災害医療体制の構築経費 3



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報償費 153 報償費 災害時医療救護体制検討委員謝礼 171 報償費 災害時医療救護体制検討委員謝礼 269

需用費 2,544 需用費 医療資器材の購入等 3015 旅費 管内旅費 29

役務費 5 役務費 後納郵便料金 7 需用費 医療資器材の購入等 1,435

委託料 932 委託料 医薬品管理委託料等 1032 役務費 後納郵便料金 14

備品購入費 1,124 備品購入費 ノートパソコンの購入 384 委託料 医薬品管理委託料等 1,140

負担金及び交付金 3 負担金及び交付金 電波使用料 3 備品購入費 トリアージポストの購入等 918

負担金及び交付金 電波使用料 3

指　標 単　位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 1 2 2

実績 0 1 2 2

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 2 2 2 2 2 2

実績 0 1

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 100 200 200

実績 0 18 164 494

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 200 200 200 200 200 200

実績 0 47

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

指標の選定理由及び目標値の理由

　参加者数の増減により区民や区内医療関係者の災害医療に対する意識を把握することができる。また、参加者が
増加することにより、区の災害医療救護体制の認知度を高めることができる。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

概要

災害時医療救護体制検討委員謝礼

医療資器材の購入等

後納郵便料金

医薬品管理委託料等

車輪付担架の購入

緊急医療救護所設置訓練参加者数

200 R7

電波使用料

　各医療機関との連携により、区内7か所の緊急医療救護所立ち上げ訓練を定期的に実施することで、課題を共有・
検証することができ、災害医療救護体制の構築につながるため、活動指標とした。

課題・問題点

・急性期以降及び風水害に備えた保健医療活動体制について、感染症拡大の視点も踏まえて具体的な検討を進める
必要がある。
・在宅人工呼吸器使用者等、医療ニーズの高い在宅療養者の支援体制について、災対救護部と具体的に検討する必
要がある。
・災害時医療救護活動体制について、区民への周知を図る必要がある。
・災害医療体制の構築にあたっては、区内のみならず、東京都、区東部医療圏（江戸川区及び江東区）の関係機関とも
連携していく必要がある。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

改善・見直しのうえ継続

　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、訓練開催は見合わ
せた。令和3年度に緊急医療救護所設置訓練を再開。関係機関との連携は継
続しており、引き続き急性期以降の医療救護活動について体制整備を進めて
いく。

緊急医療救護所設置訓練実施回数

2 R7

指標の選定理由及び目標値の理由

事 業 の

成 果

手 段 に

対する指標

(活動指標)



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 全部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

5,145 6,788 8,110 13,297 11,808 11,342

3,892 4,916 5,081 6,825 4,930 11,342

2,029 3,518 2,707 2,689 1,144 4,566

1,863 1,398 2,374 4,136 3,786 6,776

75.6% 72.4% 62.7% 51.3% 41.8% 100.0%

14,765 12,233 11,469 11,434

3,892 19,681 17,314 18,294 16,364

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

結核健康診断 4

目 的
結核健康診断は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す法律を根拠と
し、 結核患者の家族や接触者、感染の疑いのある方に対し適切な健康診断を行うこと
で、結核感染者や結核患者を早期に発見し、結核のまん延を防止する。

主管課・係（担当）

保健予防課感染症係

０３－５６０８－６１９１

対 象 者 結核患者の家族や接触者、感染の疑いのある方

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

法令基準 人員体制・委託先 常勤５・会計年度任用２・結核予防会総合健診推進センター等

財 源

国

都

その他

結核患者の家族や接触者、感染の疑いのある方に対し適切な健康診断を行い、結核感染者や結核患者を
早期に発見し、結核のまん延を防止する。
接触者検診、管理検診、日本語学校検診、住所不定者施設入所時検診

経 過

開始年度 昭和２６年

（１）Ｘ線検査実施数
　　　  ２年度：患者家族　４５件、接触者　１９１件、管理検診　１６１件
　　　  ３年度：患者家族　２７件、接触者　　５６件、管理検診　１５３件
（２）ＩＧＲＡ検査実施数
　　　  ２年度：患者家族　４５件、接触者　１４３件
　　 　 ３年度：患者家族　１６件、接触者　　１９件
（３）日本語学校実施件数
　　　  ２年度：２９５件
　　 　 ３年度：２７４件

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
適宜各健診を実施し、年間６校の日本語学校検診を実施。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） Ｐ１８４　１－３ 執行実績報告書P（令和3年度） P124　3



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報償費 334 報償費 医師等 334 報償費 医師等 482

需用費 136 需用費 物品購入 104 需用費 窓あき封筒等 253

委託料 4,900 委託料 健診委託等 2,552 委託料 健診委託等 8,666

使用料及び賃借料 1,455 使用料及び賃借料 システム借上 1,941 使用料及び賃借料 システム借上 1,941

指　標 単　位 校

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 5 5 5 5

実績 5 5 5 5

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 5 5 6 6 7 7

実績 5 6

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 22

実績 25 15 20 16

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 20 19 18 17 16 15

実績 15 未確定

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

目 的 に

対する指標

(成果指標)

人口１０万人当たりの結核罹患率

15以下 R7

日本語学校結核検診

7 R7

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

日本語学校の増加に伴い、結核罹患率の高い国から来日した外国人を対象に健診を実施することにより早期発見と
早期治療を行うことで、感染の拡大を防止することができる。

概要

医師等

窓あき封筒等

健診委託等

システム借上

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

すみだ健康づくり総合計画における目標値（１５以下）を目標とした。

課題・問題点

集団感染発生時等の所要経費（需用費・委託料）については、発生件数の予測が困難なため、予算に不足
が生じる可能性がある。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
結核健康診断は地方自治法第２条第９項第１号に規定された法定受託事務で
あり、都道府県、保健所を設置する市または特別区が実施することとされてい
る。よって、今後とも継続して事業を実施する。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

897 737 933 862 833 797

700 698 634 351 473 797

304 321 379 327 363 393

396 377 255 24 110 404

78.0% 94.7% 68.0% 40.7% 56.8% 100.0%

5,243 4,411 4,398

700 698 5,877 4,762 4,871

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

エイズ対策 5

目 的 HIV検査の実施により、感染者を早期に発見し治療に結びつけ、エイズ発病や重症化予
防、感染拡大を防止することができることから、区民の健康維持に大きく寄与する。

主管課・係（担当）

保健予防課感染症係

０３－５６０８－６１９１

対 象 者 検査を希望する者

墨田区保健所エイズ及び性感染症相談・検診事業実施要領

区独自基準 人員体制・委託先 常勤３・会計年度任用１・江東微生物研究
所

財 源

国

都

その他

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針等に基づき、HIV及び性感染症の検査・相談を月に1回無料・
匿名で実施している。また、性感染症に関する正しい知識の普及啓発のため、冊子の配布、講演会の開催、区報、
ホームページ等での情報発信を行っている。(令和３年度については、新型コロナウイルス感染症の影響により講演
会中止。)

経 過

開始年度 平成12年4月1日 終了予定

・平成28年4月1日から、淋菌及びクラミジア抗体検査を廃止
・令和2年度より検査日及び結果日を変更
　検査日：第2木曜日→第1木曜日
　結果日：第4木曜日→第3木曜日

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
令和3年度より
検査日：毎月原則第１木曜日
結果日：毎月原則第３木曜日
12月は、即日検査実施（ＨＩＶ検査のみ）

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年 P184 5 執行実績報告書P（令和3年度） P124　5



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報償費 257 報償費 医師・看護師等への報償金 300 報償費 医師・看護師等への報償金 450

需用費 13 需用費 消耗品等 104 需用費 消耗品等 69

委託料 81 委託料 HIV・梅毒検査の委託 70 委託費 HIV・梅毒検査の委託 278

.

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 12 12 12

実績 12 12 12 12

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 12 12 12 12 12 12

実績 8 9

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 160 165 170

実績 149 142 142 136

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 175 180 185 190 195 200

実績 51 48

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

目 的 に

対する指標

(成果指標)

HIV検査実施人数

200 37

ＨＩＶ検診実施回数

12 37

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

感染の心配のある方が気軽に検査を受けられるように、無料・匿名・予約なしで検査を実施いている。受診しやす
いよう、定期的に検査を実施する必要がある。

概要

医師・看護師等への報償金

消耗品等

HIV・梅毒検査の委託

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

検診のPRに努めることで、より多くの方に検査を受けていただく。

課題・問題点

ＨＩＶ検査・性感染症検査の受検者数は横ばい状態であり、性感染症等の正確な知識の普及と早期発見・早期治療を徹
底するため、引き続き検診の周知が必要である。また、本区のＨＩＶ・性感染症検査は、採血から結果返却まで２週間必
要としており、即日検査を希望する受検者のニーズに応えることが困難である。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
無料・匿名のHIV検査は全国の保健所で実施されており、国内でのHIVの感染
拡大を防止するため、区としても継続して検診を実施する必要がある。今後と
も、様々な媒体を活用してエイズ検診の周知を行い、受診者数を増やしていく。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 全部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

5,645 14,886 15,387 12,873 8,221 8,176

5,004 10,884 13,849 6,072 6,738 8,176

1,670 2,894 3,023 1,714 897 1,019

1,723 5,982 6,504 4,021 5,127 3,921

1,611 2,008 4,322 337 714 3,236

88.6% 73.1% 90.0% 47.2% 82.0% 100.0%

1,748 1,764 1,759

5,004 10,884 15,597 7,836 8,497

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

肝炎ウイルス検診（保健予防課） 6

目 的 肝炎ウイルス検診に関する知識の普及と、区民が自身の肝炎ウイルス感染の状況を認
識できるよう検診を行い、疾病の早期発見や予防を図る。

主管課・係（担当）

保健予防課感染症係

03-5608-6191

対 象 者 16歳以上の区民

感染症法
健康増進法

法令基準 人員体制・委託先 常勤2・会計年度任用1・墨田区医師会

財 源

国

都

その他

　健康増進法及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）に基づき、16歳以上の区
民を対象に無料でB型及びC型肝炎ウイルス検査を実施している。
　また、検査結果が陽性と判定された者に対し医療機関への受診勧奨を行う等、陽性者のフォローアップを行ってい
る。

経 過

開始年度 平成１４年度

・国の肝炎総合対策の一環として、平成14年度から主に40歳以上の節目年齢の方を対象に事業を開始
・平成18年度からは、16歳以上、40歳未満の受診希望者にも対象を拡大
・平成20年度までは、両保健センターでも検診を実施していたが、平成21年度から墨田区医師会への委託によって
　のみ実施することとし、現在に至る。
・平成29年４月に、保健予防課及び両保健センターで担当していた検診受付を「すみだ　けんしんダイヤル」へ集約

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） P190 3 執行実績報告書P（令和3年度） P131　3



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 25 需用費 用紙等購入費 0 需用費 用紙等購入費 25

役務費 132 役務費 検診受診票等送付 126 役務費 検診受診票等送付 175

委託料 5,915 委託料 検査委託料 6,613 委託料 検査委託料 7,976

指　標 単　位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 3 3 3

実績 3 3 3

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 4 4 4 5 5 5

実績 2 1

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 475 500 525

実績 452 705 1584 911

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 550 585 600 625 650 675

実績 817 916

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

目 的 に

対する指標

(成果指標)

肝炎ウイルス検診受診者数

675 R7

各種イベント等での検診の周知

5 R7

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

区ホームページや広報誌等で肝炎ウイルス検診の周知を行っている。「すみだまつり」や「ピンクリボン・キャンペー
ン」等区が主催する各種イベントで、肝炎ウイルスの関する知識や肝炎ウイルス検診に関する周知を行い、検診受診
者数の増加を図る。

概要

用紙等購入費

検診受診票等送付

検査委託料

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

肝炎ウイルス検診受診者数を増し、陽性者を早期発見・早期治療に繋げるため、平成29年度よりコールセンターでの
受付を開始し、利便性の向上を図った。今後も事業のPRに努めることで、受診者の増加を図る。

課題・問題点

ウイルス性肝炎の総合対策には、①肝炎ウイルス検査の受検促進 ②陽性者の精密検査受診勧奨 ③フォローアップが
必要であることから、令和元年度より、肝炎検査陽性者に対し、個別に区のフォローアップを受けるよう電話で勧奨する
取組を開始したが、希望者が少なく効果的な重症化予防ができていない。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
「すみだけんしんダイヤル」への受付の集約化や、特定健康診査等のお知らせ
に肝炎ウイルス検診の受診勧奨のチラシを同封したことにより、受診者数が増
加した。今後も事業のＰＲに努める。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

14,350 14,036 17,344 11,743 11,140 13,477

10,831 7,920 10,410 6,558 6,908 13,477

17,576 17,481 16,443 20,161 14,854 12,587

-6,745 -9,561 -6,033 -13,603 -7,946 890

75.5% 56.4% 60.0% 55.8% 62.0% 100.0%

129,321 130,565 130,176

10,831 7,920 139,731 137,123 137,084

P194 1,2 P135 1,2

経 過

法令基準

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

執行実績報告書P（令和3年度）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

昭和50年度

部内優先順位

食品衛生監視 7

昭和50年度　東京都から区へ事務移管
平成3年度　　食鳥検査法施行
平成16年度　墨田区食品衛生監視指導計画策定（毎年度更新）
平成27年度　食品表示法施行
平成30年度　「食品表示の相談と監視指導」事業と「食品衛生検査（保健予防）」事業が本事業に統合された。
令和3年度　　改正食品衛生法の完全施行（営業許可制度の見直し、HACCPの制度化等）

食品衛生法、東京都ふぐの取扱い規制条例、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律、食品表示法、健
康増進法、墨田区食品衛生監視指導計画

食品等事業者（飲食店営業、食品製造業、食品販売業等）に対し、営業許可等の事務を行う。また、食品取扱上の衛
生指導や、不良食品等の取締りを行い、食中毒発生を防止する。
食品表示に関する区内事業者や区民からの問い合わせに迅速・丁寧に対応する。

開始年度

平成26年３定「食品油脂工場の衛生管理に対する指導について」（一般質問）
令和3年3月区民福祉委員会「HACCPの周知について」
令和3年11月決算特別委員会「検査技術の継承について」
令和4年2月定例議会「検査業務の外部委託の見直しについて」

執行率（％）

一般財源

保健衛生における安全と安心を確保する

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）

特別区では、夏期対策・歳末対策等の実施時期・内容について、東京都と足並みをそろえて実施する。

A.決算額（令和4年度は見込み）

国

都

その他

財 源

予算書P（令和4年度）

目 的 飲食に起因する衛生上の危害の発生が未然に防止されており、区民の食に対する安
心感が醸成されている。

人員体制・委託先 常勤15名、委託先：健康安全研究センター、食品
技術研究所、アドバイザリースタッフ研究会等

主管課・係（担当）

生活衛生課・食品衛生係

03-5608-6943

対 象 者 食品等事業者及び区内で飲食する区民・来街者



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報償費 24 報償費 講師謝礼 48 報償費 講師謝礼 300

需用費 1,596 需用費 監視用品、普及啓発チラシ印刷 1,731 需用費 監視用品、普及啓発チラシ印刷 2,350

委託料 4,366 委託料 検査委託 3,651 委託料 検査委託 9,209

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 8,000 7,000 6,500 6,500

実績 6,620 5,880 5,916 5,753

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 6,500 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

実績 3,757 2,691

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 4 4 4 6

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 5 2

指標の選定理由及び目標値の理由

現状維持

指標の選定理由及び目標値の理由

活動指標として食品衛生監視員による施設監視件数が最適である。目標値は、区内の営業施設数と業種に応じた年
間目標監視回数を乗じて設定した。なお、令和3年6月から新許可制度・届出制度が施行されるため、目標値を変更し
た。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

食中毒発生件数

0 令和7年度

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

課題・問題点
令和3年度の改正食品衛生法の完全施行を受け、食品等事業者にHACCPに沿った衛生管理を定着させていくが、特に小規模事業
者への助言・指導を進める必要がある。合わせて、新許可制度・届出制度について、事業者に周知していく必要がある。
令和2年4月1日の食品表示法完全施行以降も、輸入事業者を含む食品事業者に新しい食品表示基準による表示を徹底する必要
がある。
検査業務については、令和4年度以降も効率化を進めるため委託を継続するが、研修の受講や実習を通じて職員の検査技術の維
持・向上を図る。

手 段 に

対する指標

(活動指標)

食品等事業者施設監視指導件数

5,000 令和7年度

事 業 の

成 果

監視用品、普及啓発チラシ印刷

検査委託

法令等に基づく事業として健康被害防止対策は順調に進められており、区内
の食中毒発生件数は低位で推移しているが、食肉の生又は加熱不十分な料
理やアニサキスによる食中毒の危険性について、引き続き普及啓発に取り組
む。また、令和３年度から義務化となっているＨＡＣＣＰに沿った衛生管理につ
いて、事業者の円滑な導入に向け、監視指導を実施している。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

本事業の目的から設定している。区内の食中毒の発生件数は低位で推移しており、目標値は毎年0とする。

令和２年度（決算）

講師謝礼



補 助 金

名 称

根拠法令

補助概要

目 的

対 象

基 準

補助条件

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

750 750 750 750 750 750

750 750 750 750 750 750

750 750 750 750 750 750

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

区独自基準

食品衛生協会自治指導事業助成 主管課・係（担当）

墨田区保健衛生事業補助金交付要綱 生活衛生課・食品衛生係

財源

国

なし

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
令和4年度　15/23区で実施予定

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

決算額（令和４年度は見込み）

都

その他

食品衛生関係法令等の対象となる営業者の組織する協会に対し、要綱に基づき防疫事
業及び衛生教育事業等に対して補助金を交付している。

03-5608-6943

法令等の趣旨に基づく食品衛生の向上を目的として自主的保健衛生活動を助長し、もって区民生活の安全に寄与する。

墨田区食品衛生協会

補助対象事業
・薬剤配布、検便の実施
・食品衛生街頭相談の実施
・食品衛生責任者実務講習会の実施
・食品衛生優良施設表彰式の実施
・墨田区食品衛生協会ホームページの管理
・その他、防疫事業又は衛生教育事業等に係る経費

一般財源

執行率（％）

経 過
交付対象の団体は、平成15年度までは2団体で、平成16年度からは統合されて1団体となった。

平成16年度～平成19年度　640,000円
平成20年度～令和３年度　750,000円

開始年度 平成16年度 終了予定



単　位 人

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 400 430 430 430

実績 396 332 332 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

430 460 460 460 460 460

50 0

単　位 件

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 0 0 0 0

実績 4 4 4 6

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

5 2

営業施設の衛生責任者としての自覚を促すとともに、自主衛生管理の普及啓発を行うことが営業施設
に起因する事故防止につながるため。目標値は、近年の参加者数を基準に設定した。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指　標 食中毒発生件数

最終目標値

0 令和7年度

目標

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標 食品衛生責任者実務講習会参加者数

最終目標値

460 令和7年度

課題・問題点

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

本事業は、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、区民の健康の保護を図ることが最大の目的
である。区内の食中毒の発生件数は低位で推移しており、目標値は0とする。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持

墨田区食品衛生協会の自治指導員による、飲食店等のHACCP実施状況の確認などの活動

は、健康づくり総合計画における「自主管理の推進」施策と直接結びついているので、今

後も継続する。

補助金の

成果

目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

令和元年度及び令和3年度食品衛生責任者実務講習会は、新型コロナウイルス感染症の影響のため、中止となっ

た。また、令和2年度は参加人数を制限して実施した。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,743 1,492 2,729 1,884 1,203 1,503

1,214 1,123 1,177 1,058 949 1,503

1,888 3,473 5,524 3,570 2,315 1,503

-674 -2,350 -4,347 -2,512 -1,366 0

69.7% 75.3% 43.1% 56.2% 78.9% 100.0%

32,330 38,817 35,183

1,214 1,123 33,507 39,875 36,132

執行実績報告書P（令和3年度） P136 2,P137 5

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） P195 3-2,P196 3-5

財 源

国

都

その他

環境衛生関係施設の許認可事務及びこれらの施設の衛生水準を確保するための監視指導を実施する。衛生水準の
指標として、空気環境及び水質等の理化学検査を実施する。
また、施設の営業者に対する普及啓発を行い、衛生意識の向上を図る。

経 過

開始年度 昭和50年度

・昭和50年度　　東京都から事務移管
・平成12年度　　法に基づく許可が区の自治事務へ
・平成12年度　　特定建築物の対象が1万平方メートルまでに拡大
・平成24年度　　東京都から構造設備基準等に関する条例制定の権限移譲
・平成28年度　　理化学検査の一部外部委託開始
・平成30年度　　旅館業法施行令の改正による基準の緩和

平成31年度1定「本区及び23区内の住宅宿泊事業及び旅館業の状況について」
平成31年度2定「民泊等区内宿泊施設について」
令和元年度9月議会「改正旅館業法及び住宅宿泊事業法施行から1年余り経過した現在の課題と今後の展望につい
て」
令和2年度11月議会「旅館業法と建築基準法の関係について」

平成24年度から各区が条例により独自規制を行っているが、他区との定期的な情報交換は継続して行っている。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

対 象 者 環境衛生関係施設の営業者、従事者及び利用者

理容師法、美容師法、クリーニング業法、公衆浴場法、興行場法、旅館業法、水道法、建築物における衛生的環境の
確保に関する法律、化製場等に関する法律、東京都動物質原料の運搬等に関する条例、墨田区プールに関する条
例等

法令基準 人員体制・委託先 常勤　9名・委託先：㈱江東微生物研究所

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

環境衛生監視 8

目 的 環境衛生関係施設において営業者が適正管理をすることにより、利用者の健康管理を
未然に防止する。

主管課・係（担当）

生活衛生課・生活環境係

03-5608-6939



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 466 需用費 検査用品等購入 177 需用費 検査用品等購入 242

委託料 273 委託料 検査委託 452 委託料 検査委託 941

負担金補助及び交付金 320 負担金補助及び交付金 環境衛生協会補助金 320 負担金補助及び交付金 環境衛生協会補助金 320

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 300 300 300 300

実績 300 285 293 256

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 300 300 300 300 300 300

実績 144 220

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 0 0

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

不適正な維持管理を未然に防止させ、重篤な健康被害を生じさせないようにすることが目的であるため。

課題・問題点

　各営業施設に対して、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「新しい生活様式」を考慮した監視指導が必要で
ある。
　また、環境衛生関係施設における衛生的な維持管理技術が時代とともに高度化・多様化しており、監視員の資質向上
とさらなる人材育成が求められる。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持

健康被害防止のための監視制度は、法制度の骨格として重要な位置を占めて
いる。本事業は、法令で定められた区が実施すべき事業であり、経費の増大も
なく効率的である。大きな健康被害の発生は未然に防止され、生活衛生の安
全が確保されているため、法改正や社会的状況の変化がない限り、事業内容
の変更はない。

概要

検査用品等購入

検査委託

環境衛生協会補助金

目 的 に

対する指標

(成果指標)

区内営業施設が原因のレジオネラ症患者発生数

0 令和7年度

各施設から採取する衛生検査の検体数

300 令和7年度

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

法に基づく営業施設の適正管理等が維持されているかを確認するための監視活動指標である。
また、実績から目標値を設定した。

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）



補 助 金

名 称

根 拠 法 令

補 助 概 要

目 的

対 象

基 準

補 助 条 件

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

320 320 320 320 320 320

320 320 320 320 320 320

320 320 320 320 320 320

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源

執行率（％）

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

決算額（令和４年度は見込み）

財源

国

都

その他

経 過

開始年度 昭和54年

（補助金額の経緯）
交付対象の団体は、平成18年度までは2団体で、平成19年度からは統合されて1団体となった。
平成元年度　　　120,000×2
平成7～9年度　　200,000×2
平成10年度　　　190,000×2
平成11年度　　　180,000×2
平成12～18年度　160,000×2
平成19年度～　　320,000

特になし

令和2年度時点　　12/23区で実施

環境衛生協会自治指導事業助成 主管課・係（担当）

墨田区保健衛生事業補助金交付要綱 生活衛生課・生活環境係

環境衛生関係法令等の対象となる営業者の組織する協会に対し、要綱に基づき防疫事
業及び衛生教育事業に対して補助金を交付している。

03-5608-6939

法令等の趣旨に基づく環境衛生の向上を目的とした自主的保健衛生活動を助長することで、区民生活の安定に寄与して
いる。

墨田区環境衛生協会

区独自基準

補助金対象事業
・環境衛生優良施設表彰式の実施
・親子アタマジラミ予防教室の実施
・東京都環境衛生協会「環境フェスティバル」の実施
・「ポイ捨て撲滅」キャンペーンの実施
・墨田区環境衛生協会研修会の実施
・自治指導員活動衛生巡回指導の実施
・その他、防疫事業又は衛生教育事業



単　位 人

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 110 110 110 110

実績 93 100 77 90

R2 R3 R4 R5 R6 R7

130 130 130 130 130 150

0 0

単　位 件

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 0 0 0 0

実績 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

0 0

令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、計画されていた衛生教育事業は中止となった。

なお、全体講習会は全協会員に資料配布を行う形で開催された。

目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

本事業は、施設経営者の自主的な保健衛生活動を助長し、施設に起因する衛生上の危害の発生を
防止し、区民生活の安定を図ることが目的であるため。危害防止の観点から目標値は0とした。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

0 令和7年度

現状維持
自主的保健衛生活動と区民生活の安定に寄与するために運用されており、現状維持の

まま継続する。

課題・問題点

150 令和7年度

補 助 金 の

成 果

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標

目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

営業施設の衛生責任者としての自覚を促すとともに、自主衛生管理の普及啓発を行うことが営業施設に起因する事
故防止につながるため。目標値は会員の7割参加を目指して設定した。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指　標 営業施設に起因する危害発生件数

最終目標値

環境衛生協会全体講習会参加者数

最終目標値



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,541 1,553 1,955 1,855 1,801 1,800

1,382 1,079 847 1,279 867 1,800

2,045 2,310 2,029 1,553 2,481 1,747

-663 -1,231 -1,182 -274 -1,614 53

89.7% 69.5% 43.3% 68.9% 48.1% 100.0%

11,359 16,762 16,712

1,382 1,079 12,206 18,041 17,579

●医薬品等に関する監視指導
[平成9年度～]　医薬品販売業（一般販売業（卸売販売業を除く）、特例販売業）の許可事務及び監視指導【法移管】
[平成17年度～]　薬局等11業種の許可事務及び監視指導【特例条例】
[平成24年度～]　薬局等11業種のうち薬局関係【法移管】
[平成21年6月～平成24年5月]　医薬品販売制度の改正（一般販売業等が店舗販売業へ移行）【法改正】
[平成27年度～]　高度管理医療機器販売業等の許可事務及び監視指導【法移管】
[平成28年10月～]　健康サポート薬局の届出制度開始
●毒物劇物に関する監視指導
[平成12年10月～]　毒物劇物販売業の登録事務及び監視指導【法移管】
[平成24年度～]　毒物劇物業務上取扱者の届出事務及び監視指導【法移管】
[令和元年度～]　業務上取扱者の廃水検査を外部委託

●医薬品等に関する監視指導の実施
　薬局、医薬品販売業者、医療機器販売業者といった流通過程の全般にわたり、医薬品、医薬部外品、化粧品及び
医療機器（以下「医薬品等」という。）の品質、有効性及び安全性を確保をするために必要な方策を講じさせるよう、都
区間で十分調整しながら、立入検査等の監視指導を実施する。

●毒物劇物に関する監視指導の実施
　毒物劇物の販売業者及び業務上取扱者に対して、毒物劇物の流出・飛散事故や盗難等を未然に防止するために
必要な方策を講じさせるよう、都区間で十分調整しながら、立入検査等の監視指導を実施する。

開始年度 平成9年度

A.決算額（令和4年度は見込み）

令和元年度２月議会「台風等風水害発生時における毒劇物の保管管理について」

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
　23/23区で実施
　法令等で定められた範囲内において、都区間で十分調整しながら事業を実施しているため、各区で大きな差異はな
い。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

財 源

執行率（％）

一般財源

P196  3-3

国

都

その他

経 過

法令基準

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算・決算の内訳（単位：千円）

予算書P（令和4年度） 執行実績報告書P（令和3年度） P136 3

目 的

　薬局等による医薬品等の保管管理、情報提供等を適正に行わせることにより、保健
衛生上問題のない医薬品等の供給を徹底させる。また、毒物劇物販売業者等による毒
物劇物の保管管理等を適正に行わせることにより、毒物劇物による保健衛生上の危害
を防止する。

主管課・係（担当）

常勤9、委託先：東京都健康安全研究センター、
株式会社ＨＥＲ

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

薬事監視、薬事検査事業 9

生活衛生課・生活環境係

03-5608-6939

対 象 者 薬局、医薬品販売業者、医療機器販売業者、また、毒劇物販売業者及び業務上取扱者

・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
・毒物及び劇物取締法
・特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例、麻薬及び向精神薬取締法、覚醒剤取締法

人員体制・委託先



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 188 需用費 書籍等 165 需用費 書籍等 172

委託料 1,091 委託料 検査委託 703 委託料 検査委託 1,628

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 200 200 200 200

実績 264 238 204 247

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 200 200 200 200 200 200

実績 270 274

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 0 2 9 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 0 1

事 業 の

成 果

検査委託

課題・問題点

　常に最新の専門知識が求められる事業であり、監視指導に携わる職員の資質向上とさらなる人材育成が重要であ
る。また、事業者による事業展開や商品流通が多様化、広域化しており、他の自治体との連絡を密にし、連携を図る必
要がある。
　検査業務については、基本的な知識を習得するとともに委託先との連絡を密に行う。

手 段 に

対する指標

(活動指標)

薬事関係施設監視指導件数

200 令和7年度

指標の選定理由及び目標値の理由

　薬事関係施設監視指導件数を一定以上維持し、医薬品等の品質及び毒物劇物の適正管理の維持状況を確認、改
善指導することで、保健衛生上の危害防止につながるため。また、実績を考慮し目標値を設定した。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

薬事関係法規違反件数

0 令和7年度

指標の選定理由及び目標値の理由

現状維持

令和２年度（決算）

書籍等

概要

令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

　区内のみならず、国内全域における医薬品等の適正な流通及び使用の確保
を図るため、全国の自治体がこの事業を担う必要があり、今後も事業を継続し
ていく。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

保健衛生上の危害につながる薬事関係法規違反を発生させない事が目的であるため。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

629 629 629 728 509 509

435 417 419 433 301 509

435 417 419 433 301 509

69.2% 66.3% 66.6% 59.5% 59.1% 100.0%

2,621 3,529 3,518

435 417 3,040 3,962 3,819

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

対 象 者 家庭用品（主に、繊維製品及びエアゾール製品）の販売業者、製造業者、輸入業者

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律

法令基準 人員体制・委託先 常勤9、委託先：一般社団法人東京都食品衛生協会

なし

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
　23/23区で実施
　法令に基づき事業を実施しているので各区で大きな差異はない。ただし、検査を行う規制物質の項目等は各区の
状況による。なお、安全基準が定められていない家庭用品についても、重大な健康被害を発生している場合は回収
命令等の対象となり、新たに規制物質として指定されることもあるため、社会状況や法改正の動向にも注視する。

予算・決算額推移（単位：千円）

　区民等が日常使用する繊維製品やエアゾール製品等の家庭用品は、化学物質を数多く含有している。これらの物
質による健康被害を防止するため、区内の販売店において規制対象品の試買検査を行う。また、その結果により、違
反業者に対しては回収及び改善等の監視指導を行う。

経 過

開始年度

[平成12年度～]　家庭用品監視指導【法移管】
[平成28年度～]　家庭用品の検査を外部委託

執行実績報告書P（令和3年度） P137 4

予算・決算の内訳（単位：千円）

P196  3-4予算書P（令和4年度）

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

財 源

国

都

その他

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

家庭用品監視 10

生活衛生課・生活環境係

03-5608-6939

目 的 家庭用品に含まれている化学物質による健康被害を未然に防止する。

主管課・係（担当）

平成12年度



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 70 需用費 試買経費 51 需用費 試買経費 60

委託料 363 委託料 検査委託 250 委託料 検査委託 449

指　標 単　位 項目

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 80 80 80 80

実績 79 79 79 79

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 80 60 60 60 60 60

実績 79 55

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 0 0

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

健康被害の原因となる有害物質を含有する違反品を流通させないことが目的であるため。

課題・問題点

　専門知識が求められる事業であり、監視指導に携わる職員の資質向上とさらなる人材育成が重要である。また、家庭
用品の流通が多様化、広域化しており、他の自治体との連絡を密にし、連携を図る必要がある。
　検査業務については、基本的な知識を習得するとともに委託先との連絡を密に行う。
　違反品の発生状況や社会情勢を踏まえ、適宜、事業の規模等を見直す必要がある。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
　区内のみならず、国内全域における有害物質を含有する家庭用品による健
康被害を防止するため、全国の自治体がこの事業を担う必要があり、今後も事
業を継続していく。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

試買検査で違反のあった件数

0 令和7年度

家庭用品の試買（買い上げ）検査

60 令和7年度

手 段 に

対する指標

(活動指標)

 

　安全な家庭用品が流通していることを確認するための監視活動の指標であるため。各年度、検査の計画数から目
標値を設定している。計画数と違反検体検査数の合計が実績となる。

概要

試買経費

検査委託

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 直営

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

9,327 9,182 9,390 9,850 10,706 6,756

9,040 9,127 9,225 9,775 10,268 6,756

9,040 9,127 9,225 9,775 10,268 6,756

96.9% 99.4% 98.2% 99.2% 95.9% 100.0%

2,621 1,764 1,759

9,040 9,127 11,846 11,539 12,027

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

執行実績報告書P（令和3年度） p121 10

経 過

区独自基準

予算書P（令和4年度） p181　1-10

部内優先順位

除細動器（ＡＥＤ）設置管理費 11

平成16年8月に一般市民のＡＥＤ使用が認められたことを受け、平成17年度から区民が心室細動などによる突然の心
停止に陥った場合の救急救命に備え、区施設等にＡＥＤの設置を開始した。平成21年度より、区民が参加する各種行
事における健康危機管理に寄与するため、貸出し機を常備している。

墨田区自動体外式除細動器(AED)貸出要領

区施設等への自動体外式除細動器(AED)を設置し、区民の救命救急に備えるとともに、救命救急活動の充実を図
る。

開始年度 -

保健衛生における安全と安心を確保する

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

国

執行率（％）

一般財源

都

その他

財 源

保健計画課保健計画担当

03-5608-6190

対 象 者 区民

A.決算額（令和4年度は見込み）

目 的 区民が、心室細動などによる突然の心停止に陥った場合の救急救命に備えることによ
る安全と安心の確保

人員体制・委託先 常勤2名

主管課・係（担当）

平成17年度



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

使用料及び賃借料 9,775 需用費 交換部品 1 使用料及び賃借料 リース費用 6,756

委託料 収納ボックス設置委託 39

使用料及び賃借料 リース費用 10,228

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 30 30 30 30

実績 27 36 26 28

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 30 30 30 30 40 40

実績 3 5

指　標 単　位 台

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 119 119 119 119

実績 112 117 118 119

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 119 124 119 119 119 119

実績 118 119

改善・見直しのうえ継続

令和２年度（決算）

リース費用

区施設への設置に必要な台数については、リース契約（維持管理含む）によっ
て確保している。しかし、夜間において利用できるAEDの設置、空白地域への
配置が課題となっており、区施設への設置のみでは限界がある。そのため、日
本救急医療財団のＡＥＤマップを活用しながら、民間施設の設置状況について
も、区民に対してより一層周知していく。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

課題・問題点

・24時間利用できるＡＥＤの設置、空白地域への配置
・区民に対する周知

手 段 に

対する指標

(活動指標)

イベント等へのAED貸出件数

40 R７

指標の選定理由及び目標値の理由

概要

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

AED設置は、区民をはじめとした施設利用者に対する安心・安全の確保につながるため。

イベントにおけるAED設置の必要性や貸出に対する認知度の高さが実績となると考えられるため。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

区施設のAED設置数

119 R７

指標の選定理由及び目標値の理由



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

3,785 3,628 3,486 4,248 3,997 4,185

3,187 2,891 2,525 3,239 2,692 4,185

949 686 1,255

4,833 5,026 5,137 5,225 5,523 1,674

-1,646 -2,135 -2,612 -2,935 -3,517 1,256

84.2% 79.7% 72.4% 76.2% 67.4% 100.0%

16,602 18,963 17,591

3,187 2,891 19,127 22,202 20,283

執行実績報告書P（令和3年度） P136 1,2

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） P195 2-1,2

財 源

国

都

その他

・狂犬病予防法に基づく事務及び飼い犬の狂犬病予防注射の実施率向上のための啓発
・ペットに起因する動物由来感染症の予防とまん延防止の普及啓発
・写真展の開催等による動物愛護の普及啓発
・動物飼養者の適正管理の普及啓発
・飼い主のいない猫による生活環境悪化防止のための減数対策

経 過

開始年度 昭和50年度

・昭和５０年　東京都からの事務移管により実施
　狂犬病予防注射については、現在も２３区中で高い注射率を誇っている。
・平成１１年度から犬のしつけ方教室（講義編）を実施、平成１５年からは実技編も合わせて実施している。
・平成１８年７月　飼い主のいない猫の繁殖抑制のため、飼い主のいない猫不妊手術等費用助成を開始
・平成２５年度から夏休みの児童館等において児童を対象とした動物愛護教室を開催している。
・令和２年４月　飼い主のいない猫不妊手術等費用助成を町会・自治会に対して拡充

・飼い主のいない猫の不妊手術等費用助成に関して、助成額の引き上げと、東京都の包括補助事業への申請を行う
ことについて陳情があり、令和元年９月に採択された。

狂犬病については。現在、国内での感染は発生してないものの、近隣国ではまん延し続けており、海外で感染後に国
内で発症し死亡する事例も出ている重篤な感染症である。犬の登録と狂犬病予防注射は法で飼い主の義務として規
定されている。また、動物の適正管理の普及啓発は地域の実情とのバランスも重要である。　なお、令和３年度は、新
型コロナ感染症の影響により、犬のしつけ方教室、動物愛護教室を中止した。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

対 象 者 区民

狂犬病予防法
動物の愛護及び管理に関する法律

法令基準 人員体制・委託先 常勤12　会計年度任用1・秋永動物病院ほか

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

動物の愛護と管理 12

目 的
飼い犬の登録を推進し、狂犬病予防注射の実施率を向上させるとともに、動物由来の
感染症の予防とまん延の防止をすすめ、動物の愛護と管理のバランスを保ち、人と動
物の共生する社会の実現を目指す。

主管課・係（担当）

生活衛生課・生活環境係

03-5608-6939



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 855 需用費 犬鑑札・パンフレット等の印刷 714 需用費 犬鑑札・パンフレット等の印刷 1,060

役務費 866 役務費 狂犬病予防注射通知等郵送 692 役務費 狂犬病予防注射通知等郵送 780

負担金補助及び交付金 1,519 負担金補助及び交付金 飼い主のいない猫不妊手術等費用助成 1,287 負担金補助及び交付金 飼い主のいない猫不妊手術等費用助成 2,255

指　標 単　位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 80 80 80 80

実績 77 77 77 75

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 80 80 80 80 80 80

実績 69 73

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 0 0

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

狂犬病をはじめとした動物由来感染症の予防とまん延防止が法の目的のため。

課題・問題点

海外との人や物の流れが活発になるにつれて、国内への動物由来感染症の流入と、その後の流行拡大が早まるおそ
れがある。その予防対策のため、さらなる普及啓発や他自治体との連携も必要である。
令和４年６月から、改正動物愛護管理法の施行に伴い、販売される犬猫へのマイクロチップ装着及び情報登録が義務
化される。また、情報登録されると区に通知され、狂犬病予防法に基づく犬の登録申請をしたものとみなされることとな
る。制度改正に向けて適切に準備を行う必要がある。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
法改正や社会状況の変化がない限り事業内容の大きな変更はなく、引き続き
狂犬病予防注射の接種率向上に努めていく。

概要

犬鑑札・パンフレット等の印刷

狂犬病予防注射通知等郵送

飼い主のいない猫不妊手術等費用助成

目 的 に

対する指標

(成果指標)

狂犬病等のペットに起因する重篤な感染症発生件数

0 令和7年度

狂犬病予防注射済票交付率

80 令和７年度

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

国内での狂犬病発生時にまん延防止が可能となる接種率を維持することが必要なため。まん延防止として、飼い犬
の70％の予防接種率が求められていることから設定した。

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）



補 助 金

名 称

根 拠 法 令

補 助 概 要

目 的

対 象

基 準

補 助 条 件

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

2,000 1,650 1,650 2,200 2,275 2,255

1,622 1,460 1,219 1,519 1,287 2,255

756 643 1,127

1,622 1,460 1,219 763 644 1,128

81.1% 88.5% 73.9% 69.0% 56.6% 100.0%

一般財源

執行率（％）

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

決算額（令和４年度は見込み）

財源

国

都

その他

経 過

開始年度 平成18年度

墨田区飼い主のいない猫の不妊手術等費用助成事業実施要綱に基づき、平成18年7月より実施。
予算額は当初250万円であったが、申請数・実施率が上昇し、平成２２年度までに360万円まで増額。その後、手術する
猫は減少傾向にあり、平成26年度から予算も減額している。飼い主のいない猫が減ってきていると考えられる。
令和２年度から、さらなる飼い主のいない猫対策と地域での取り組みを推進するため、町会・自治会での取り組みにつ
いての助成額を大きく増額した。

・飼い主のいない猫の不妊手術等費用助成に関して、助成額の引き上げと、東京都の包括補助事業への申請を行うこと
について陳情があり、令和元年９月に採択された。

良好な生活環境保持と動物愛護の双方の視点から、全国的にも主流となっている手法である。
平成25年度より、猫の不妊手術等に関する助成事業を23区全区において実施している。

飼い主のいない猫不妊等手術費用助成 主管課・係（担当）

墨田区飼い主のいない猫の不妊手術等費用助成事業実施要綱 生活衛生課・生活環境係

飼い主のいない猫の繁殖を抑制し、生活環境への被害や迷惑を未然に防止しながら、
良好な生活環境の保持及び人と動物との調和のとれた社会の実現を目指す地域の自主
的活動の支援のため、要綱に基づき区内に生息する飼い主のいない猫の不妊・去勢手
術の費用の一部を助成する。

5608-6939

飼い主のいない猫の繁殖を抑え、区民の生活環境に対する被害及び迷惑を未然に防止し、良好な生活環境の保持及び動
物愛護思想の普及を図るとともに、区民の地域活動を支援し、もって人と動物の調和のとれた共生社会の実現に資す
る。

区内に生息する飼い主のいない猫に不妊去勢手術を受けさせる町会、自治会または区民

区独自基準

（令和２年度から）
・区内に生息する飼い主のいない猫に、区内で開業する獣医師により不妊手術等を受けさせた場合、次のとおり費用を
助成する。
　　町会・自治会の場合　オス猫11000円、メス猫22000円を上限に手術費用を助成
　　区民の場合　　　　　オス猫 6000円、メス猫12000円を上限に手術費用の11分の６を助成

（令和元年度まで）
・区民が区内に生息する飼い主のいない猫に、区内で開業する獣医師により不妊手術等を受けさせた場合に、手術費用
の2分の1（オス猫5000円、メス猫10000円を上限）を助成する。



単　位 箇所

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 550 590 630 660

実績 532 567 603 635

R2 R3 R4 R5 R6 R7

690 720 740 760 780 800

666 687

単　位 件

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 50 50 50 45

実績 74 59 81 68

R2 R3 R4 R5 R6 R7

45 45 40 40 40 35

60 49

不妊去勢手術によって飼い主のいない猫の繁殖を抑えることは重要である。しかし、現状では地域での理解が

得られずトラブルになるケースもある。

区民が飼い主のいない猫による生活環境被害を地域の環境問題ととらえて、地域における自主的かつ主体的な

活動として対策に取り組んでいくことが重要である。

目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

自主的対策が進むことで、飼い主のいない猫による生活環境への被害や迷惑を訴える区民が減少し、人と
動物の調和のとれた生活環境が保持されると判断できるため。これまでの実績値と活動指標を参考に目標
値を設定している。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

35 令和7年度

現状維持

良好な生活環境保持と動物愛護の双方の視点から、全国的にも主流となっている本助

成制度は広く認知されてきており、継続していく必要がある。

令和2年度から、助成対象と助成額の変更を行ったため、今後の助成金申請状況を見

極めていく必要がある。

課題・問題点

800 令和7年度

補 助 金 の

成 果

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標

目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

飼い主のいない猫への対応方法が広く周知されることにより、助成金を活用した地域における自主対策の取組状況
を把握する指標として選択。目標値はこれまでの実績値から判断している。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指　標 飼い主のいない猫による生活環境悪化に関する苦情件数

最終目標値

助成金を受けて取り組んでいる場所

最終目標値



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

4,974 5,023 5,008 1,018 2,841 4,396

3,964 4,404 4,248 764 1,517 4,396

3,628 4,070 3,848 634 1,274 4,092

336 334 400 130 243 304

79.7% 87.7% 84.8% 75.0% 53.4% 100.0%

5293 5,293 5,293 7,036

3,964 9,697 9,541 6,057 8,553

執行実績報告書P（令和3年度） p128 3

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） p187-3

財 源

国

都

その他

ぜん息等の症状を良好にコントロールすることを目的に、デイキャンプ、水泳教室、音楽教室、呼吸リハビリテーション
教室、アレルギー講演会といった事業を実施している。呼吸リハビリ体操や腹式呼吸、ぜん息等アレルギーに関する
知識の習得を通じて、自己管理の一助とする。
また、被認定者のインフルエンザ予防接種費用（自己負担分）の助成や、区内在住の被認定者（３級以上）の自宅を
訪問し、保健指導及び日常生活指導を行っている。

経 過

開始年度 昭和63年度 -

法令に基づき、水泳教室・音楽教室・リハビリテーション教室・アレルギー講演会を実施している。デイキャンプについ
ては、昭和63年度より転地療養の一環で「宿泊型のキャンプ」として実施してきたが、近年の薬の開発などで発作や
入院をする児童などが減少してきたため、平成27年度より「デイキャンプ」として実施している。
平成22年度より、被認定者対象に新型インフルエンザ予防接種費用助成を実施。翌23年度より、公害福祉事業の実
施についての一部改正により、年齢や季節性新型の種別を問わず、費用助成の対象となり、これを受け、64歳以下
の被認定者へのインフルエンザ予防接種費用助成を実施。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

対 象 者 公害健康被害の補償等に関する法律により認定された被認定者及び
区内在住で呼吸器疾患などの症状をもつ者

公害健康被害の補償等に関する法律第46条及び68条
公害健康被害の補償等に関する法律施行令第25条

法令基準 人員体制・委託先 職員2名、墨田区水泳連盟

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

環境保健事業 13

目 的 大気汚染の影響による健康被害を予防するために実施するものであり、
これにより地域住民の健康の確保・回復を目的とする。

主管課・係（担当）

保健計画課保健計画担当

03-5608-6190



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

普通旅費 1 報償費 講師謝礼等 195 報償費 講師謝礼等 1,558

需要費 127 需用費 消耗品費等 321 普通旅費 出張費等 23

役務費 170 役務費 通信運搬料等 76 需用費 消耗品費等 106

扶助費 466 委託料 家庭療養指導委託 486 役務費 通信運搬料等 443

使用料及び賃借料 会場・設備使用料 2 委託料 水泳指導委託等 1,455

扶助費 インフルエンザ予防接種助成費用 437 使用料及び賃借料 会場・設備使用料等 280

扶助費 インフルエンザ予防接種助成費用 531

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 30 30 30 30

実績 15 11 9 12

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 30 30 30 30 30 30

実績 0 6

指　標 単　位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 100 100 100 100

実績 104 59 43 38

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 100 50 50 40 45 30

実績 27 19

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

大気汚染障害者認定者数等（０～１７歳）を指数とし、認定者数の減少を図る。

課題・問題点

・コロナ禍における事業実施についての工夫。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
対象者が参加しやすいプログラムを検討するとともに、コロナ禍にあっての事
業継続を進める。

概要

出張旅費

消耗品費等

通信運搬料等

インフルエンザ予防接種助成費用

目 的 に

対する指標

(成果指標)

大気汚染障害者認定者数等（０～１７歳）

30 R7

デイキャンプ参加者数

30 R7

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

公害健康被害の補償等に関する法律第68条の規定に基づき、公害健康被害予防事業として実施しているものであ
り、事業の周知及び参加者の拡大を図る。

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令
関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 直営

事 業 内 容

議 会 質 問
の 状 況

そ の 他
特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600

5,432 4,900 5,600 5,428 4,900 5,600

5,432 4,900 5,600 5,428 4,900 5,600

97.0% 87.5% 100.0% 96.9% 87.5% 100.0%

1,748 1,748 1,748 1,748

5,432 6,648 7,348 7,176 6,648総事業決算額（A+B）

財 源

国

都

・昭和56年5月　公衆浴場衛生設備の改善助成要綱　制定（区）
・昭和56年6月　公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律　制定（国）
・平成22年4月　対象項目拡大（衛生・風紀に必要な設備、バリアフリー・耐震改修等）
・平成25年4月　助成額の増額(60万限度）
・平成28年4月　助成額の増額（70万限度）、対象項目拡大（観光の拠点等）

その他

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

ガス化した公衆浴場への燃料補助について

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

経 過

開始年度 昭和５６年度 終了予定

区内で公衆浴場を営む者に対して、次の浴場衛生設備等を改善するための資金の一部を助成する。（１浴場７０万円
を限度、ただし交付総額は予算の範囲内)
（１）衛生及び風紀に必要な措置等を講じるために行う設備改善費
（２）区民の交流の促進若しくは健康の増進に寄与し、又は観光の拠点に資すると区長が認める設備改善経費

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

公衆浴場衛生設備助成 14

目 的
区内で公衆浴場を営む者に対し、公衆浴場の衛生、風紀等に必要な措置等を講ずるた
めの設備を改善するための資金の一部を助成することにより、公衆浴場の経営安定を
図り、もって区民の保健衛生の維持向上に資することを目的とする。

主管課・係（担当）

保健計画課保健計画担当

03－5608－6189

対 象 者 東京都公衆浴場業生活衛生同業組合墨田支部加入の営業者

墨田区公衆浴場衛生設備等改善資金助成要綱

区独自基準 人員体制・委託先 常勤１人

予算書P（令和4年度） p196  3-6 執行実績報告書P（令和3年度） ｐ137　6



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額
負担金補助及び交
付金 5,428

負担金補助及び交
付金

公衆浴場衛生設備
等改善 4,900

負担金補助及び交
付金

公衆浴場衛生設備
等改善 5,600

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 8 8 8 8

実績 8 8 7 8

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 8 8 8 8 8 8

実績 8 7

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 20 20 20 20

実績 20 19 19 19

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 20 20 20 20 20 20

実績 18 18

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

概要
公衆浴場衛生設備

等改善

事 業 の
成 果

手 段 に
対する指標
(活動指標 )

目 的 に
対する指標
(成果指標 )

助成浴場数

8 R7

指標の選定理由及び目標値の理由

区内公衆浴場の衛生設備等が改善されている状態を把握できる。目標数は、各浴場の衛生設備等の改
善が３年に１回程度行われている件数とした。

区内の公衆浴場数

20 R7

指標の選定理由及び目標値の理由

区民の保健衛生環境を維持し続けるためには、現状の浴場数を確保することが望ましい。

課題・問題点

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持
・区の事業で目的等が重複するものはなく、またコスト面も補助金のみである。
・区民の健康増進、地域コミュニティーの促進、風呂なし世帯への浴場確保の
観点から事業を継続していく。



補 助 金

名 称

根 拠 法 令

補助概要

目 的

対 象

基 準

補助条件

議会質問

の状況

その他

特記事項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

5,600 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600

5,432 4,900 5,600 5,428 4,900 5,600

5,432 4,900 5,600 5,428 4,900 5,600

97.0% 87.5% 100.0% 96.9% 87.5% 100.0%

一般財源

執行率（％）

決算額（令和４年度は見込み）

財源

国

都

その他

区内で公衆浴場を営む者に対し、公衆浴場の衛生、風紀等に必要な措置等を講ずるための設備を改善するための資金の
一部を助成することにより、公衆浴場の経営安定を図り、もって区民の保健衛生の維持向上に資することを目的とす
る。

ガス化した公衆浴場への燃料補助について

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）

予算・決算額推移（千円）

予算額（事業費）

東京都公衆浴場業生活衛生同業組合墨田支部加入の営業者

区独自基準

対象者が行った次の経費を補助する。
（１）衛生及び風紀に必要な措置等を講じるために行う設備改善費
（２）区民の交流の促進若しくは健康の増進に寄与し、又は観光の拠点に資すると区長が認める設備改善経費

経　過

開始年度 昭和５６年度 終了予定 　

・昭和56年5月　公衆浴場衛生設備の改善助成要綱　制定（区）
・昭和56年6月　公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律　制定（国）
・平成22年4月　対象項目拡大（衛生・風紀に必要な設備、バリアフリー・耐震改修等）
・平成25年4月　助成額の増額(60万限度）
・平成28年4月　助成額の増額（70万限度）、対象項目拡大（観光の拠点等）

墨田区公衆浴場衛生設備等改善資金 主管課・係（担当）

墨田区公衆浴場衛生設備等改善資金助成要綱 保健計画課保健計画担当

区内で公衆浴場を営む者に対して、浴場衛生設備等を改善するための資金の一部を助
成する。（１浴場７０万円を限度、ただし交付総額は予算の範囲内）

03－5608－6189



単　位 件

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 8 8 8 8

実績 8 8 7 8

R2 R3 R4 R5 R6 R7

8 8 8 8 8 8

8 7

単　位 件

目標年度 基準年(H28) H29 H30 R1

目標 20 20 20 20

実績 20 19 19 19

R2 R3 R4 R5 R6 R7

20 20 20 20 20 20

18 18

補助金の成

果

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指　標

目標

指標の選定理由及び目標値の理由

区内公衆浴場の衛生設備等が改善されている状態を把握できる。目標数は、各浴場の衛生設備等
の改善が３年に１回程度行われている件数とした。

目 的 に

対する指標

(成果指標)

実績

指　標 区内の公衆浴場数

最終目標値

助成浴場数

最終目標値

8 R7

20 R7

目標

実績

課題・問題点

指標の選定理由及び目標値の理由

区民の保健衛生環境を維持し続けるためには、現状の浴場数を確保することが望ましい。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持

・区の事業で目的等が重複するものはなく、またコスト面も補助金のみである。

・区民の健康増進、地域コミュニティーの促進、風呂なし世帯への浴場確保の観点か

ら事業を継続していく。



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 一部委託

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

7,093 6,593 6,957 6,175 6,158 6,545

6,279 6,189 4,689 5,883 5,789 6,545

2,244 2,700 2,700 2,700

6,279 6,189 2,445 3,183 3,089 3,845

88.5% 93.9% 67.4% 95.3% 94.0% 100.0%

5,243 3,529 3,518

6,279 6,189 9,932 9,412 9,307

執行実績報告書P（令和3年度） P125 8

一般財源

執行率（％）

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

予算書P（令和4年度） P185　1-8

財 源

国

都

その他

・ねずみの防除方法について、物理的環境防除を中心に具体的方策を周知徹底する。

・蚊の発生予防については、平常時の蚊の発生予防対策について周知していくとともに、ボウフラの発生源対策として
区内の雨水マスへ薬剤を投入する。

・その他の害虫については、区民に対してその対処方法に関する相談業務を行うとともに、健康影響を考慮し、過剰
な薬剤の使用にならないよう、効果的な防除方法を周知していく。
・平成２７年度から区立公園２か所において、感染症媒介蚊のサーベイランスを行っている。

経 過

開始年度 平成12年度

・昭和40年　東京都から事務移管（区民部区民課保健係が所管）
　※昭和22年の墨田区発足以降、事務移管があるまでの期間においても、ねずみ昆虫駆除業務は区で行っていた。

・平成12年度　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に伴い、所管となった。

・平成15年度からボウフラ対策としての雨水マスへの薬剤投入を墨田区シルバー人材センターへ委託している。

特になし

感染症媒介生物を起因とした感染症発生時には広域での対応が必要になるため、特別区と東京都との間で、密に情
報交換を行っている。

予算・決算額推移（単位：千円）

予算現額（事業費）

A.決算額（令和4年度は見込み）

対 象 者 区内居住者及び滞在者

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
地域保健法

法令基準 人員体制・委託先 常勤　9名・(公社)墨田区シルバー人材センター

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位

ねずみ昆虫駆除対策 15

目 的 感染症を媒介する可能性のあるねずみ、昆虫の発生予防と環境防除について普及啓
発を行うことで、健康被害を防止し安全な生活環境が確保できている。

主管課・係（担当）

生活衛生課・生活環境係

03-5608-6939



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

需用費 1,657 需用費 殺虫剤の購入 1,639 需用費 殺虫剤の購入 2,131

委託料 4,222 委託料 衛生害虫防除作業委託 4,151 委託料 衛生害虫防除作業委託 4,414

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 600 600 600 600

実績 582 552 401 413

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 600 400 400 300 300 300

実績 335 311

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 0 0

事 業 の

成 果

指標の選定理由及び目標値の理由

感染症媒介生物による感染症の発生を予防することが事業目的であるため。

課題・問題点

　 蚊の発生源対策を行うことで、感染症の発生、まん延を防止する必要がある。近年、輸送手段の発達等により、感染
症流行地域から我が国へ病原体が侵入し、デング熱やジカウイルス感染症等の蚊が媒介する感染症の流行が懸念さ
れている。また、地球温暖化や都市のヒートアイランド現象等によって、感染症を媒介する蚊の生息域が拡大している。
　蚊媒介感染症の流行に備え、職員の検査技術の維持・向上に努めていく。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

現状維持

法に基づく感染症まん延防止対策として、感染症の媒介可能性生物の発生抑
制と地域環境の実情を把握した対策が重要である上、類似する事業はなく、経
費と効果のバランスも良い。感染症の媒介可能性生物に起因する感染症の拡
大がなく、環境防除の普及啓発も順調に推移している。

概要

殺虫剤の購入

衛生害虫防除作業委託

目 的 に

対する指標

(成果指標)

ねずみや昆虫等に起因する感染症発生件数

0 令和7年度

ねずみや昆虫等に関する相談件数

300 令和7年度

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

感染症の媒介可能性生物によるヒトの生活圏への侵入状況を把握し、防除方法について指導助言を行う体制を整え
ることが重要であるため。指標は実績から判断した。

予算・決算の内訳（単位：千円）

令和２年度（決算） 令和３年度（決算） 令和４年度（予算）



施 策 453

事 業 名

根 拠 法 令

関 連 計 画

実 施 基 準 実施方法 直営

事 業 内 容

終了予定

議 会 質 問

の 状 況

そ の 他

特 記 事 項

２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,330 1,330 1,330 1,330 1,327 1,330

1,228 1,325 1,315 1,203 1,218 1,330

1,228 1,325 1,315 1,203 1,218 1,330

92.3% 99.6% 98.9% 90.5% 91.8% 100.0%

1,764 1,748 1,759

1,228 1,325 3,079 2,951 2,977

経 過

なし

予算・決算額推移（単位：千円）

執行率（％）

一般財源

予算書P（令和4年度）

財 源

B.人コスト

総事業決算額（A+B）

保健衛生における安全と安心を確保する 部内優先順位
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開始年度

食品衛生自主管理推進事業（食品衛生推進員）

平成10年度

法令基準

目 的

人員体制・委託先

主管課・係（担当）

対 象 者

飲食に起因する衛生上の危害の発生が未然に防止されており、区民の食に対する安
心感が醸成されている。

常勤15名

食品等事業者及び区内で飲食する区民・来街者

食品衛生法、墨田区食品衛生推進員設置要綱、墨田区食品衛生監視指導計画

生活衛生課・食品衛生係

03-5608-6943

予算現額（事業費）

執行実績報告書P（令和3年度） P135 3

A.決算額（令和4年度は見込み）

国

都

その他

P194　１－3

区民・食品等事業者・行政が協働して食中毒の発生を防止するとともに、地域における食品衛生の向上を図るため、
食品衛生推進員を委嘱している。
推進員は、普段から食品等事業者や区民からの相談に応じ助言等を行うとともにに、食品衛生推進会議や区が開催
する啓発イベント、研修会へ参加している。

平成10年度、第1期委嘱（14名、任期2年）
令和4年度、第13期委嘱（14名、任期2年）

（他区の状況・年間スケジュール・関連部署等）
食品衛生推進会議：年３回開催
都知事指定の研修参加：年１回（１１月開催）、資質向上を目的として参加する。



節 金額 節 概要 金額 節 概要 金額

報酬 1,163 報酬 推進員報酬 1,163 報酬 推進員報酬 1,260

負担金補助及び交付金 40 負担金補助及び交付金 研修会費 55 負担金補助及び交付金 研修会費 70

指　標 単　位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 168 168 168 168

実績 197 122 149 174

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 168 168 168 168 168 168

実績 110 80

指　標 単　位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 Ｒ１

目標 0 0 0 0

実績 4 4 4 6

R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 0 0 0 0 0 0

実績 5 2

課題・問題点

現状維持

令和３年度（決算） 令和４年度（予算）

研修会費

予算・決算の内訳（単位：千円）

委嘱している推進員による意識啓発活動回数が最適である。
目標値は、推進員が毎月１回以上活動していただくことを念頭に設定している。

食中毒発生件数

令和２年度（決算）

推進員報酬

評価についての説明・今後の方向性等

事 業 の

成 果

手 段 に

対する指標

(活動指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

目 的 に

対する指標

(成果指標)

指標の選定理由及び目標値の理由

新型コロナウイルス感染症の流行の影響により推進員活動回数は減少してい
るが、順調に行われており健康危害の未然防止に寄与していると考えている。
今後はさらに消費者に対する普及啓発活動の幅を広げていく。

食品衛生推進員による、区民に対する啓発活動の充実は、食品衛生の向上に寄与している。
メンバーの構成が食品関連事業者や学識経験者に偏っており、消費者団体等に所属する推進員が少なく、消費者目線
の意見が出にくくなっている。

区民及び食品事業者への意識啓発活動回数

168 令和7年度

概要

本事業の目的から設定している。区内の食中毒の発生件数は低位で推移しており、目標値は毎年0とする。

0 令和7年度

評価結果


